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１ はじめに

ダイオキシン類による環境汚染の防止及びその除去等をするため、ダイ

オキシン類に関する施策の基本とすべき基準を定めるとともに、必要な規

制等を定めることにより、国民の健康を保護することを目的として、平成

11年7月にダイオキシン類対策特別措置法が制定・公布された（資料1）。

同法では、廃棄物の最終処分場について、ダイオキシン類により大気、公

共用水域及び地下水並びに土壌が汚染されることがないように、最終処分

場の維持管理基準を定めることとされており、また、廃棄物の焼却炉に係

るばいじん等について、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく特別

管理一般廃棄物及び特別産業管理廃棄物として指定することとされたこと

等を受け、同法に基づく最終処分に関する基準等について検討する必要が

ある。

このような状況を踏まえ、平成11年8月31日に環境庁長官より中央環境審

議会に対し、「ダイオキシン類対策特別措置法に基づく廃棄物の最終処分

場の維持管理基準の設定等について」諮問が行われた（資料2）。当諮問事

項に対し、廃棄物部会及び同部会に設置された最終処分基準等専門委員会

における検討結果を踏まえ、ここにその結果をとりまとめた。

注）

１ 本報告書においてダイオキシン類とは、特にことわりのない限りダイオキシン類

対策特別措置法において定義されたダイオキシン類をいう。具体的には、ポリ塩化

ジベンゾ-パラ-ダイオキシン(PCDD)、ポリ塩化-ジベンゾ-フラン(PCDF)及び世界保

健機関(WHO)がこれと類似の毒性を有するとして毒性等価係数(TEF)を設定している

12種類のコプラナーポリ塩化ビフェニル（コプラナーPCB）を指す。

２ ダイオキシン類対策特別措置法の施行に係る毒性評価を行うに当たっては、毒性

評価係数(TEF)として、WHOが提案した毒性等価係数(WHO-TEF(1998)*)を用いること

とする。

＊ このWHO-TEF(1998)は、1997年にWHOから提案されたため、従来WHO-TEF(1997)とされ

ていた。

２ ダイオキシン類を含む廃棄物の処分についての基本的考え方

埋立処分は、廃棄物を一定の空間に封じ込め、周辺環境に影響を及ぼさ

ないよう最終的な処分を行うものである。埋立処分を適正に行うためには、

埋立地の適正な構造の確保、維持管理の徹底のほか、ダイオキシン類を含



む廃棄物の埋立処分に当たっては、必要に応じ、あらかじめ廃棄物を一定

の性状のものとすることが必要である。

平成9年には、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理

法」という）及び大気汚染防止法により、ごみ焼却施設等の排出ガスに係

るダイオキシンの規制が導入され、ダイオキシンの発生量を抑制するため

に燃焼管理の徹底が図られることになった。これにより、排ガス中のダイ

オキシン濃度の低減が図られるとともにばいじん等に含まれるダイオキシ

ン類の濃度も減少してきている。（参考資料３）

また、平成10年には、廃棄物処理法に基づく一般廃棄物の最終処分場及

び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める命令の改正が行わ

れ、最終処分場の構造基準の強化及び管理の徹底が図られてきたところで

ある。

さらに、ダイオキシン類対策特別措置法第24条において「廃棄物焼却炉

である特定施設から排出される当該特定施設の集じん機によって集められ

たばいじん及び焼却灰その他の燃え殻の処分（再生することを含む。）を

行う場合には、当該ばいじん及び焼却灰その他の燃え殻に含まれるダイオ

キシン類の量が厚生省令で定める基準以内となるよう処理しなければなら

ない。」とされた。このため、廃棄物焼却炉である特定施設から排出され

るばいじん等を処分する際に、厚生省令で定める基準を超えてダイオキシ

ン類が含まれる場合には、あらかじめダイオキシン類を分解する等の処理

が必要であり、このような処理を行わなければ、埋立処分が禁止されるこ

ととなる。

以上のような状況を踏まえ、ダイオキシン類による環境汚染の防止を徹

底し、さらに確実なものとするため、最終処分場の維持管理や埋立処分の

方法をダイオキシン類に配慮したものとすることが必要である。

ダイオキシン類対策特別措置法第25条により、「廃棄物の最終処分場に

ついては、ダイオキシン類により大気、公共用水域及び地下水並びに土壌

が汚染されることのないように、総理府令、厚生省令で定める最終処分場

の基準に従い、最終処分場の維持管理をしなければならない」とされてお

り、当該基準は、廃棄物処理法に定める最終処分場の維持管理基準とあわ

せて、廃棄物処理法上の基準として適用することとされている。

当専門委員会では、ダイオキシン類による大気、公共用水域及び地下水

並びに土壌の汚染を防止する観点から検討が必要と考えられる、ばいじん

等が処分される一般廃棄物の最終処分場と産業廃棄物の管理型最終処分場



を中心に、ダイオキシン類の排出抑制を図るための維持管理基準等の見直

しを検討した。また、安定型処分場には、ばいじん等を処分することは認

められておらず、展開検査の義務づけ等搬入管理の徹底が図られていると

ころであるが、搬入管理の徹底を確認することに資する手法についてもあ

わせて検討した。

３ 廃棄物の埋立処分に係る環境保全措置

（１）最終処分場周辺の大気及び周辺土壌の汚染防止措置

② ばいじん等の飛散・流出防止措置

平成10,11年度に環境庁が最終処分場の周辺環境のダイオキシン類濃

度を調査した結果によれば、埋立地周辺の土壌表面のダイオキシン類

濃度は、多くは環境庁が平成10年度に実施したダイオキシン類緊急全

国一斉調査（参考資料４）の一般環境中の濃度範囲であった（参考資

料５－１）。しかしながら、埋立地の周辺で埋立地からの距離が近い

ほどダイオキシン類が高い傾向を示したものもあり、一部の埋立地の

近辺の土壌で局地的にダイオキシン類濃度が高い地点もあったことか

ら、埋立地からのばいじん等の飛散・流出防止に万全を期す必要があ

ると考えられる。

現行の維持管理基準では「埋立地外に廃棄物が飛散及び流出しない

ように必要な措置を講ずること」とされており、また、産業廃棄物の

ばいじんについては、産業廃棄物の埋立処分基準で、「ばいじんの埋

立に当たっては、こん包する等必要な措置を講ずること」とされてい

るが、ダイオキシン類の飛散・流出防止の観点からは、より具体的な

基準とすることが必要と考えられる。

埋立地から周辺環境へダイオキシン類を含むばいじん等が飛散、流

出する可能性のある経路としては、埋立作業時の飛散、日常の埋立作

業終了後の埋立地表面からの飛散・流出、運搬車両等に付着して埋立

地外へ搬出される等が考えられる。

なお、廃棄物の運搬に際しても、ばいじん等の飛散・流出を防止す

るための配慮が必要と考えられる。



○ 埋立作業時の飛散防止措置

埋立作業時の飛散防止を徹底するためには、アの措置を講ずるこ

とが必要である。また、イ、ウに掲げる措置についても最終処分場

の状況等を勘案し、適宜講ずることが望ましい。

ア ばいじん等を埋立地へ搬入する際には、あらかじめ加湿又は固

化等の飛散防止措置を講ずること。なお、加湿する場合には、水

分が過剰になること等により運搬中の汚水の漏洩がないよう配慮

すること。

イ 強風時に埋立作業を行う場合には飛散のおそれが高いので、ば

いじん等飛散しやすい廃棄物については、搬入を中止する等の措

置も考慮すること。

ウ 埋立地へのばいじん等の投下に当たって、投げ込み方式は極力

避けることとし、やむを得ず採用する場合にあっては、荷下ろし

装置及びカバー等を利用することにより、ばいじん等の飛散防止

に努めること。

また、溝を掘ってその中に投下する方法がとれる場合は、当該方

法も飛散防止に効果的と考えられる。

なお、強風が生じやすい地形かどうかは立地選定の際の考慮事項

の一つであるが、強風が生じやすい地形の場合は、埋立作業時にお

いて特に飛散に配慮した対応が必要である。

○ 搬入車両等に付着して埋立地外へ飛散・流出することを防止する

ための措置

ばいじん等が搬入車両のタイヤ等に付着して埋立地外へ運び出さ

れることを防止することが必要であり、以下の措置のうち適切なも

のを組み合わせて講ずることが望ましい。

ア 搬入車両が埋立地内部を走行する場合には、覆土又は覆工板等

によりタイヤ等が直接廃棄物と接触することがないよう措置され

た搬入路のみを利用すること。

イ 転圧を行う際には、極力覆土の上から行う等、転圧作業による

飛散・流出の防止に配慮すること。



ウ 搬入車両のタイヤ等にばいじん等が付着する恐れがある場合に

は、埋立地外へのばいじん等の搬出を防ぐために、作業終了後に

タイヤ等の洗浄を行うこと。

○ 日常の埋立作業終了後の飛散・流出防止措置

埋立作業中のみならず、埋立作業が終了した後においても、周囲

への飛散・流出を防止するため、以下の措置を講ずることが必要で

ある。

ア 加湿したうえで埋め立てたばいじん等についても埋立後時間が

経過し乾燥すると飛散しやすくなるので、埋立作業終了後に覆土

等の飛散防止措置を速やかに行うこと。なお、即日覆土が困難な

場合には、開口部をシートで被覆する等の措置も有効である。

イ 埋立地周囲の地表水が埋立地へ流入するのを防止するための開

渠や小段排水工で集められた雨水等は、公共用水域に放流される。

このため、埋立に当たっては、開渠等へ廃棄物が流出しないよう

にするとともに、万一流出した場合には速やかに開渠等を清掃し、

処分場内に埋め戻す等適切に処分すること。

② 最終処分場から発生するガスへの配慮

現在、我が国の一般廃棄物最終処分場等に埋め立てられている廃棄

物は焼却灰や破砕された不燃物が主体であり、また、準好気性の埋立

が主流であるため、これらの最終処分場からの可燃性のガスの発生は

少ないものと考えられている。

これまでの知見によると、最終処分場から排出されるガス中に含ま

れるダイオキシン類濃度は、一般環境大気中の濃度と同程度である

（参考資料５－２）。

また、それらを燃焼した場合に発生するダイオキシン類の量もごみ

焼却施設の排ガス中のダイオキシン類濃度と比較して極めて小さいも

のと考えられる。

したがって、最終処分場から発生するガスについて、ダイオキシン

類による環境汚染防止の観点から特段の措置を講ずる必要は、現段階

ではないものと考えられる。



なお、埋立地における自然発火等の防止のために、現行の維持管理

基準において、火災防止のための必要な措置や消火器等の具備が義務

づけられているが、これらの対応は、自然発火等によるダイオキシン

類の発生抑制の観点からも必要である。

２）最終処分場周辺の公共用水域の汚染防止措置（

① 放流水による公共用水域の汚染防止措置

これまでの調査に基づいて作成されたPCDD及びPCDFの排出量目録

（参考資料６）からみると、最終処分場からのPCDD及びPCDFの環境中

への排出は年間 0.078g-TEQであり、我が国の年間排出量2,900g-TEQ

の0.003%,水域へ排出される合計量0.562g-TEQの14%であり、最終処分

場の放流水によるPCDD及びPCDFの環境中への排出は小さい。

最終処分場の放流水中に含まれるダイオキシン類濃度について平成

10年度に環境庁が調査した結果では、不検出～17pg-TEQ/lであり、お

おむね環境庁が平成10年度に実施したダイオキシン類緊急全国一斉調

査の全国の公共用水域の水質結果（参考資料４）の範囲内だった（参

考資料５－２，３）。その際、コプラナーPCBについても測定したとこ

ろ、多くはPCDD及びPCDF濃度の数％以下であった。また、環境庁及び

厚生省が全国の都道府県を通じて、施設設置者が独自に調査した放流

水のPCDD及びPCDFのデータを収集・整理した結果等も、多くの施設で

は同様な結果を示した。

しかしながら、例外的ではあるが、最終処分場の中には処理前の浸

出液のダイオキシン類濃度が100pg-TEQ/lを超えるものも見受けられる

ことから（参考資料５－３）、放流先においてダイオキシン類濃度が

環境基準を超えることがないよう、浸出液処理設備等の維持管理を徹

底することが必要である。

最終処分場の放流水中のダイオキシン類濃度とSS等についてこれま

で得られたデータを比較すると、全体として必ずしも良好な相関関係

は認められない（参考資料５－４）。しかしながら、浸出液のダイオ

キシン類濃度が高濃度であった個別の最終処分場について、浸出液の

処理過程におけるダイオキシン類濃度とTOC,SS,BOD等の除去の状況を

みると、TOC,SS,BODの濃度の低下に伴いダイオキシン類濃度も低下し

ており（参考資料５－５）、現行の浸出液処理設備を適正に管理すれ

ばダイオキシン類の除去に一定の効果があるものと考えられる。



これまでの調査結果からは、浸出液処理設備で処理した放流水のダ

イオキシン類濃度は不検出～数十pg-TEQ/lであった（参考資料５－

３）。なお、浸出液処理設備の製造メーカーに対するヒアリング結果

では、既存の技術の改良を含め、新たな処理技術の開発が進められて

いる（参考資料７）。

現在、一般廃棄物の最終処分場又は産業廃棄物の管理型最終処分場

の放流水の水質に関しては、水質汚濁防止法に基づいて総理府令で定

められている排水基準（BOD,COD,SSについては、それぞれ60,90,60mg

/lと強化）及び最終処分場の許可申請の際に、設置者が達成するとし

て維持管理計画に位置づけた値がある場合にはその値に適合させるこ

とができる浸出液処理設備を設け、放流水の水質が排水基準等に適合

することとなるよう、その設備を適正に維持管理することが義務づけ

られている。

○ 浸出液処理設備の維持管理等

ダイオキシン類についても他の有害物質と同様に、排水基準の値を

達成することができる浸出液処理設備を設け、放流水の水質が排水基

準（10pg-TEQ/l)に適合することとなるよう、その設備を適正に維持管

理することが必要である。

浸出液処理設備については、TOC,SS,BOD等測定が容易な項目を指標

として日頃より適切な運転管理に努めることが必要であり、当該施設

のダイオキシン類とTOC,SS,BOD等の関係について知見の集積に努める

ことが望ましい。また、放流水中のダイオキシン類濃度を他の有害物

質と同様に１年に１回以上は測定することが必要である。また、BODや

SS等の濃度が異常値を示す等浸出液処理設備の機能に異常を認めた場

合には、速やかに原因を究明し、改善措置を講ずることが必要である。

○ 埋立方法の配慮

埋立廃棄物に占めるばいじんや焼却灰等の割合が高い処分場ほど浸

出液中のダイオキシン類濃度が高い傾向があり、また、油分等界面活

性作用を有する成分を含む廃棄物がばいじん等とあわせて埋め立てら

れている場合には、ばいじん等に含まれているダイオキシン類が溶出

してくるおそれがあることから、このような廃棄物とばいじん等は接

して埋め立てることのないよう、留意することが必要である。

ダイオキシン類を含むばいじん等が埋立地内部で長期的にどのよう



な挙動を示すかについては明らかではないものの、埋立終了後に適正

に廃止するためには、埋立層中から浸出液に含まれて排出されるダイ

オキシン類濃度を長期的に低レベルに抑制する必要がある。

将来にわたって溶出を抑制するため、ばいじん等の微細な粒子が直

接保有水等集排水設備の中に混入することがないよう埋立方法を工夫

することが望ましい。具体的には、埋立時に保有水等集排水管設備の

周辺には、まずコンクリート殻のような粒子径が大きなものを埋め、

そのまわりに廃プラスチック等の空隙率が大きくなるもの、さらにそ

のまわりを良質な土砂で覆ったうえで、ばいじんや汚泥等を埋め立て

るといった方法が考えられる。

また、保有水等集排水設備の中に微細なばいじん等が沈殿している

場合には、保有水等集排水設備を清掃することも有効な対策のひとつ

と考えられる。

② ばいじん等の飛散・流出による公共用水域の汚染防止措置

ばいじん等の飛散・流出防止のための措置は単に周辺の大気、土壌

汚染防止のみならず、埋立地外に出たばいじん等が公共用水域に流入

することによる公共用水域の汚染を防止するためにも徹底すべきであ

る。

３）地下水の汚染防止措置（

現行の構造・維持管理基準に合致している一般廃棄物及び産業廃棄物

の管理型最終処分場の周辺への環境影響について平成10年度に環境庁が

調査した結果（参考資料５－２）では、それらの処分場の周縁地下水の

ダイオキシン類濃度は不検出～0.024pg-TEQ/lであり、環境庁が同年度に

実施したダイオキシン類緊急全国一斉調査の全国の地下水の水質結果

（参考資料４）と比較しても十分低かった。

粒子に吸着しやすいダイオキシン類は、水溶性がより高い重金属等の

有害物質と較べて地下に浸透しにくいと考えられ、現行基準の遮水工等

の構造基準及び維持管理基準は、他の有害物質の周縁地下水への漏出を

防止するのみならず、ダイオキシン類の漏出防止にも有効なものと考え

られる。

現在、廃棄物処理法に基づく維持管理基準により、一般廃棄物最終処



分場及び産業廃棄物の管理型最終処分場の周縁の２カ所以上の場所にお

いて採取した地下水等について、地下水環境基準項目を１年に１回以上

測定することとされており、このことにより、最終処分場の遮水工が機

能し、周縁の地下水の汚染が生じていないことを確認することとされて

いる。

こうした確認は、ダイオキシン類による地下水が汚染されていないこ

とを確認する上で不可欠と考えられることから、ダイオキシン類につい

ても他の有害物質と同様に１年に１回以上の分析が必要と考えられる。

ただし、他の有害物質の場合と同様に、埋め立てる廃棄物の種類及び保

有水等集排水設備により集められた保有水等の水質に照らして地下水等

の汚染が生ずるおそれがないことが明らかな場合については、この限り

ではない。

測定のためのサンプリングに当たっては、最終処分場の周縁の地下水

の状況が的確に把握できるよう適切なサンプリング方法を検討すること

が必要である。

また、毎月実施することとされている電気伝導率又は塩化物イオン濃

度に異常が認められた場合には、ばいじん等の流出のおそれがあるため、

他の有害物質の場合と同様にダイオキシン類についても測定が必要であ

る。

ダイオキシン類の測定の結果、水質の悪化が認められる場合は、他の

有害物質の場合と同様に、その原因の調査その他の生活環境保全上必要

な措置を講ずることが必要である。

なお、産業廃棄物の安定型処分場に燃え殻等の処分を行うことは、廃

棄物処理法上認められておらず、展開検査等により安定型産業廃棄物以

外の廃棄物の埋立処分が行われることを防ぐことが基本であるが、埋め

立てられた廃棄物の層を通過した雨水等の浸透水の水質検査に当たって

は、他の有害物質等の水質検査の結果から燃え殻等の混入が懸念される

場合には、念のためダイオキシン類の水質検査を行うことが必要と考え

られる。また、水質検査において自主的な測定を行うことは、搬入管理

の徹底を確認することに資するものと考えられる。

また、周縁の地下水についても、他の有害物質等の水質検査を実施す

る際にダイオキシン類についても自主的に測定することは環境汚染の未

然防止の徹底に資するものと考えられるが、浸透水の水質検査結果及び

埋め立てられる安定型産業廃棄物の性状等を勘案し、検出されないと考



えられる場合にはその必要はないものと考えられる。

４ 廃棄物焼却炉である特定施設のばいじん及び焼却灰等以外のダイ

オキシン類を含む廃棄物の埋立処分について

ダイオキシン類対策特別措置法第24条において「廃棄物焼却炉である特

定施設から排出される当該特定施設の集じん機によって集められたばいじ

ん及び焼却灰その他の燃え殻の処分（再生することを含む。）を行う場合

には、当該ばいじん及び焼却灰その他の燃え殻に含まれるダイオキシン類

の量が厚生省令で定める基準以内となるよう処理しなければならない。」

とされたことにより、廃棄物焼却炉である特定施設から排出されるばいじ

ん等については、厚生省令で定める基準以上にダイオキシン類が含まれる

場合には、あらかじめダイオキシン類を分解する等の処理が必要であり、

実質的にそのままでは埋立処分が禁止されることとなる。

一方、廃棄物焼却炉以外の施設から排出される廃棄物についても、大気

中、公共用水域中へのダイオキシン類の排出を抑制するために、集じん機

で捕捉されたばいじん、排水処理設備から発生する汚泥等の中にはダイオ

キシン類が高濃度で含有される場合も考えられる（参考資料８）。

現在、産業廃棄物の埋立処分基準では、重金属等を判定基準以上に溶出

するものについては当該産業廃棄物が特別管理産業廃棄物に該当するか否

かにかかわらず、言い換えれば、発生源によらず遮断型処分場に処分する

こととされている。

廃棄物焼却炉である特定施設から排出されるばいじん等に係る厚生省令

で定める基準以上にダイオキシン類を含む廃棄物の処分に当たっては、廃

棄物焼却炉である特定施設から排出されるばいじん等の処分方法を参考に

その取り扱いを検討する必要がある。

なお、焼却炉を解体した際に生ずる炉内の煉瓦、煙突を解体した際に発

生するコンクリート殻等にはダイオキシン類を含むばいじん等が付着して

いる可能性があるので、その処分に当たっては、基準にしたがい適切に処

分することが必要と考えられる。



５ 維持管理の徹底のための措置について

廃棄物の最終処分場による周辺環境への影響の防止を徹底していくため

には、維持管理基準等に基づき、施設の構造や搬入される廃棄物の状況等

に応じた適切な管理を徹底することが必要である。そのためには、埋め立

てる廃棄物の種類、個別の最終処分場の構造、地理的状況、気象条件、周

囲の状況等を検討の上、当該最終処分場についての具体的な維持管理のた

めの手引きを作成し、その内容を関係者に周知徹底して管理に万全を期す

ことが望ましい。その中には測定及び記録に関しても規定することとし、

当該施設のダイオキシン類とTOC,SS,BOD等の関係、搬入管理の徹底の方法

等について明らかにしておくことが望ましい。

さらに、災害等非常時への対応マニュアルを整備することが望ましい。

また、維持管理を徹底し、住民の信頼を得るためには、設置者による管

理の徹底とともに、都道府県等による測定の充実等も重要な課題と考えら

れ、地下水、土壌等のモニタリング、立入等の際における配慮も望まれる。

６ 今後の課題

ダイオキシン類問題と廃棄物・リサイクル問題への対応は表裏一体の関

係にあり、今後、ダイオキシン類の発生抑制を進めていく上で廃棄物・リ

サイクル対策の総合的な展開が必要である。

その際、重要となるのは、環境負荷の低減の観点から適正な物質循環を

推進することであり、具体的には、投入資源の効率的利用と廃棄物の発生

抑制、廃棄物のリユース・リサイクルの促進、更には廃棄物の適正処理の

徹底を期することが求められている。

以上のような点を踏まえつつ、廃棄物の最終処分の適正なあり方につい

て一層の充実を図る必要があるが、その際、具体的には、ダイオキシン類

を含む廃棄物の最終処分については以下のような課題に取り組んでいく必

要がある。

（１）埋立地内におけるダイオキシン類の長期的挙動の把握

ダイオキシン類の環境中への排出を抑制する観点から、最終処分場の

維持管理基準及び埋立基準の見直しにより、最終処分場が管理されてい

る間の環境汚染の防止は図れるものと考えられる。



しかしながら、埋立地内におけるダイオキシン類の長期的挙動につい

て必要な調査を実施し、最終処分場の廃止の確認及び跡地の利用をより

的確に行えるようにすることも必要である。

最終処分場としての用途の廃止後の土地の大幅な改変、所有者の変更

等による利用形態の変化等により、最終処分場に埋め立てられたばいじ

ん等が環境に流出すること等がないようにしていくことが必要である。

このため、跡地の利用者が廃棄物の種類や量等に関する情報を容易に利

用できるよう、最終処分場に係る届出台帳制度の活用等を図ることが重

要である。

また、埋立時に、プラスチック等の耐腐食性のプレートに埋立廃棄物

の発生源，性状等の情報を記入して廃棄物にまぜて埋め込むといったこ

とも長期的な管理を行っていく上で検討に値するものと考えられる。

いずれにせよ最終処分場の廃止後の取り扱いについては、過去の利用

実態等の把握に努め、それに応じた適時適切な対応が求められる。

さらに、ダイオキシン類が万が一地下水等に混入した場合でも速やか

な対応が可能となるよう、ダイオキシン類の環境中での挙動について調

査研究を行うとともに、状況に応じた対応方法について検討を進めるこ

とが必要である。

（２）埋立廃棄物のダイオキシン類含有量と溶出量の関係の把握

ダイオキシン類対策特別措置法では、廃棄物焼却炉である特定施設の

設置者に対し、ばいじん等に含まれるダイオキシンについて測定を義務

づけている。

それらのデータを最終処分場の維持管理の徹底に活用するために、ば

いじん等に含まれるダイオキシン類の量と溶出量の関係、同時に埋め立

てられる廃棄物の種類と溶出の関係等について調査研究を進めるべきで

ある。

（３）ダイオキシン類の分解・安定化技術の開発及び普及促進

ダイオキシン類対策特別措置法第24条において「廃棄物焼却炉である

特定施設から排出される当該特定施設の集じん機によって集められたば

いじん及び焼却灰その他の燃え殻の処分（再生することを含む。）を行

う場合には、当該ばいじん及び焼却灰その他の燃え殻に含まれるダイオ

キシン類の量が厚生省令で定める基準以内となるよう処理しなければな

らない。」とされたことにより、今後、埋立地に搬入されるばいじん等



に含まれるダイオキシン類の濃度及び量は減少することが期待されるが、

ダイオキシン類の分解・安定化技術等の開発及び普及促進を図ることが

必要である。

（４）廃棄物焼却炉である特定施設以外から排出される廃棄物のうち、ダイ

オキシン類を高濃度に含む廃棄物の把握

ダイオキシン類を高濃度に含む廃棄物の埋立処分に当たっては、発生

源によらず同様の取り扱いとすることが必要であるが、適正な埋立処分

を徹底するためにダイオキシン類を高濃度に含む可能性のある廃棄物に

ついて調査を実施すべきである。

（５）埋立地からのばいじん等の飛散防止対策の効果の確認方法の確立

地形、埋立廃棄物の種類、埋立方法、気象条件、実施する飛散防止対

策の内容等によって、ばいじん等の飛散の状況は大きく異なることが予

想される。

飛散防止の対策効果を把握するためのモニタリング手法を確立すると

ともに、樹林等による吸着・飛散防止効果、覆土代替材の効果等を把握

するために必要な調査研究を進めるべきである。


